
第１章　調査の概要

Ⅰ．趣旨・目的

　障害者基本計画の「Ⅳ　推進体制等」を踏まえ、障害のある人が社会参加していく上で障壁

（バリア）になっている事項を抽出し、当該障壁（バリア）の解消に向けた課題を明確化するた

めに平成17年度から調査を実施している。

　本年度（平成20年度）は、「教育・育成」の分野について調査を行った。

Ⅱ．概要

１．調査期間 平成21年２月から３月

２．調査対象 全国の障害のある人及び保護者等　　4,936人

３．対象者の選出 日本障害フォーラム（ＪＤＦ）を構成する団体及び全国規模の障害者団

体を通じて、全国の居住地域ブロック、市区町村の人口規模、年齢、性

別、居住形態ができるだけ均等になるように、対象者の選定を依頼した。
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配布依頼数団　　　体　　　名

 101部社会福祉法人　日本身体障害者団体連合会

 100部社会福祉法人　日本盲人会連合

 100部財団法人　全日本ろうあ連盟

 130部日本障害者協議会（ＪＤ）

 463部特定非営利活動法人　ＤＰＩ日本会議

 342部社会福祉法人　全日本手をつなぐ育成会

 100部社団法人　全国脊髄損傷者連合会

 350部全国「精神病」者集団

 100部全国盲ろう教育研究会（社会福祉法人　全国盲ろう者協会を通じて依頼）

 100部社団法人　全日本難聴者・中途失聴者団体連合会

 100部特定非営利活動法人　全国精神保健福祉会連合会（みんなねっと）

 400部日本発達障害ネットワーク（ＪＤＤネット）

　

　50部

 360部

 990部

 550部

 100部

 200部

 300部

全国特別支援教育推進連盟

（全国特別支援学級設置学校長協会）

（全国特別支援学校知的障害教育校ＰＴＡ連合会）

（全国肢体不自由特別支援学校ＰＴＡ連合会）

（全国病弱・障害児の教育推進連合会）

（社会福祉法人　全国重症心身障害児（者）を守る会）

（社団法人　全国肢体不自由児・者父母の会連合会）

（全国視覚障害児（者）親の会）

4936部合　　　　　計



４．　調査方法

　障害者団体を通じ、文書等で調査への協力依頼を行い、調査対象者に対し、返信用封筒を

添付の上、調査票を郵送し、回収した。

　なお、調査票は、回答者の必要に応じて点字版を配布し点字、メールにより回答いただい

た。また、調査票にはルビを振るとともに、回答者本人が記入できない場合は、代筆、また

は代わりに記入を依頼した。

５．有効回収数と有効回収率

　　有効回収数　：1,427通　　　　有効回収率　：28.9％

Ⅲ．回答者の属性

（１）現在受けている教育（療育）段階

（２）性別（Ⅰ問１）

（３）年齢（Ⅰ問２）

（４）障害種別：「単一の障害」又は「重複障害のうち主な障害」による分類（Ⅰ問３）
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回答者数回答なし生涯学習
高等教育段
階における
教育

高等学校段
階における
教育

中学校段階
における教

育

小学校段階
における教

育

就学前の療
育・教育

1,427654904631121325250

100.04.634.33.221.814.917.73.5

回答者数回答なし女男

1,42710494923

100.00.734.664.7

合　計70歳以上60～69歳50～59歳40～49歳30～39歳20～29歳10～19歳０～９歳

1,427336289126146160659152

100.02.34.36.28.810.211.246.310.7

合　計回答なし
重複障害で主
な障害が特定
できない人

その他難病※発達障害精神障害

1,42712176213820494

100.00.812.31.52.714.36.6

※「発達障害」とは、「発達障害者支援法」にいう発達障害
　（自閉症、アスペルガー症候群、その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、その
他これに類する脳機能障害であって、その症状が通常低年齢において発現する言語の障害、協調運
動の障害、心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害）（以下同じ）

障害種別

知的障害内部障害肢体不自由盲ろう言語障害
聴覚障害（ろ
う・難聴・中
途失聴）

視覚障害（全
盲・弱視・そ
の他）

2342832317594181

16.42.022.51.20.46.612.7



（５）障害者手帳等の種類（Ⅰ問４）

（６）障害のおきた年齢（Ⅰ問５）

（７）居住地域（都道府県）（Ⅰ問６）
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複障害／単一障害の別

合　計回答なし単一障害
重複障害で主
な障害が特定
できない人

重複障害で主
な障害が特定
できる人

1,42712925176314

100.00.864.912.322.0

障害者手帳等の種類（複数回答）

回答者数回答なし
どれも持
っていな
い

養育医療
券

療育券

小児慢性
特定疾患
医療受診
券

特定疾患
医療受給
者証

精神障害
者保健福
祉手帳

療育手帳
身体障害
者手帳

1,42722113134527110581835

100.01.57.90.10.23.21.97.740.758.5

身体障害者手帳の等級

合　計回答なし６級５級４級３級２級１級

8351514233958192494

100.01.81.72.84.76.923.059.1

療育等級の等級

合　計回答なし軽度中度重度最重度

581162543244253

100.02.84.37.442.043.5

精神障害者保健福祉手帳の等級

合　計回答なし３級２級１級

110４108412

100.03.69.176.410.9

合　計70歳以上60～69歳50～59歳40～49歳30～39歳20～29歳10～19歳０～９歳

1,42703102727801021,178

100.00.00.20.71.91.95.67.182.6

都道府県

埼玉県群馬県栃木県茨城県福島県山形県秋田県宮城県岩手県青森県北海道

7222233635111821263982

5.01.51.62.52.50.81.31.51.82.75.7

静岡県岐阜県長野県山梨県福井県石川県富山県新潟県神奈川県東京都千葉県

3722235111814164025925

2.61.51.60.40.81.31.01.12.817.81.8

岡山県島根県鳥取県和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府滋賀県三重県愛知県

25711935314930253161

1.80.50.80.62.52.23.42.11.82.24.3



（８）居住形態（Ⅰ問７）

（９）普段使っている補装具、補助具（複数回答）（Ⅰ問８）

（10） 特別支援教育就学奨励費を受けているか（Ⅰ問９）

（11） 特別児童扶養手当を受けているか（Ⅰ問10）
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大分県熊本県長崎県佐賀県福岡県高知県愛媛県香川県徳島県山口県広島県

4672281481752026

0.30.40.50.12.01.00.61.20.41.41.8

合　計回答なし沖縄県鹿児島県宮崎県

1,427100768

100.07.00.50.40.6

市区町村の規模

合　計回答なし
小都市Ｂお
よび町村

小都市Ａ中都市大都市

1,427352179241416239

100.024.712.516.929.216.7

回答者数回答なしその他
使っていな

い
補聴器補助犬白杖車いす

1,4271302195951093130371

100.09.115.341.77.60.29.126.0

回答者数回答なし受けていない受けている

1,427195720512

100.013.750.535.9

回答者数回答なし受けていない受けている

1,427214766447

100.015.053.731.3

ケアホーム
グループホー

ム

アパート・マ
ンションなど
で一人暮らし

大学の寮入所施設
特別支援学校
の寄宿舎

保護者等と一
緒に自宅

8246034772956

0.61.74.20.23.35.067.0

合　計回答なしその他
結婚し、自宅

で
病院福祉ホーム

1,4276740132162

100.04.72.89.31.10.1



（12）回答者・記入者（現在受けている教育段階別）（Ⅰ問11）
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回答者数回答なし

介助者（支援
者）、施設職
員、障害者団
体の職員、友
人が代わりに

記入

家族が代わり
に記入

回答者は本人
であるが、記
入は代筆によ

る

回答者、記入
者とも本人

50523814就学前の療
育・教育 100.010.04.076.02.08.0

25263222129小学校段階に
おける教育 100.02.41.288.14.83.6

2131621323825中学校段階に
おける教育 100.07.50.962.017.811.7

3111611367385高等学校段階
における教育 100.05.10.343.723.527.3

462081323高等教育段階
における教育 100.04.30.017.428.350.0

49022119695266
生涯学習

100.04.52.219.619.454.3

652017640
回答なし

100.03.10.026.29.261.5

1,4276919649238452
合計

100.04.81.345.516.731.7


